
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 国や本道の状況 
・全国・全道いずれも日本語指導が必要な児童生徒は増加傾向にあり、使用する言語が多様化 
・本道においては、居住する地域が散在化の傾向 

○ 北海道教育委員会のこれまでの取組 
・推進体制の整備（運営協議会を年１回開催）      
・教員等研修の実施（推進協議会を年３回、地域別情報交流会を全道４ブロックで開催） 
・加配教員及び担当指導主事研修（年１回） 
・市町村・学校への受入れ支援（有識者等による相談支援、携帯型通訳デバイスの貸出等） 
・情報発信（受入れと指導のＱ＆Ａ、日本語能力に応じた初期指導マニュアル）など 

 
 
今年度の重点を踏まえ、各所属から現状や課題について説明後、道の支援事業アドバイザーから、今後の

道教委の取組について御意見をいただき、今後の取組の方向性を確認しました。※内容の一部を掲載  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔道教委の説明〕帰国・外国人児童生徒等教育に関する国や本道の状況等について 

重点１ 

日本語指導の体
制構築に向けた
支援の充実  

北海道教育委員会では、帰国・外国人児童生徒等教育の充実に向け、「令和７年度帰国・外国人児童生徒等
教育の推進支援事業」を実施しています。６月には、道内の関係機関の代表者を構成員とした運営協議会を
開催し、受入れ体制の整備や日本語指導、進学・キャリア支援の在り方などについて協議を行いました。 

・幼児期においては、読み聞かせや遊びなどを通して日本語に豊富に触れる環境設定が重要。

また、小学校への入学に伴い、学習する語彙が増えたり、生活が変化したりすることから、幼

小連携・接続を確実に行う必要がある。 

・機械翻訳を活用する際は、正確に訳されない場合もあるため、「やさしい日本語」を意識した 

入力を行うなどの工夫が大切である。また、教科学習の積み残しを防ぐため、日常会話の日

本語指導にとどまらず、早期から教科学習と日本語学習を統合した指導が必要である。 

・支援員の確保など外国人児童生徒等への支援体制の構築が難しいとの声も聞かれる一方、限

られた支援者同士であれば関係性が築きやすく、支援者の生の声を取組に反映しやすいとい

うメリットをぜひ生かしていただきたい。 

・外国人児童生徒等に対するきめ細かな指導とともに、他の児童生徒に外国につながる児童生

徒と共に学ぶことを通じて、互いの長所や特性を認め、広い視野をもって異文化を理解し共

に生きていこうとする姿勢を育てるよう配慮することが大切である。 

○  協議会の目的  

日本語指導が必要な帰国・外国人児童生徒等が

自信と誇りをもって学校生活で自己実現を図る

ことができるよう、受入れ体制の整備や特別の教

育課程、日本語指導の在り方、学校生活への適応

など、教育を進めるための方策について協議し、

各地域や学校における支援の充実に資する。 

 

○  実施期日   

令和７年（2025年）６月５日（木）  

※オンラインによる実施  

○  構成員（敬称略）  
・北海道教育大学札幌校准教授 阿部  二郎   
・北海道教育大学函館校准教授 伊藤  美紀  
・北 星 学 園 大 学 准 教 授 田村  早苗  
・函 館 大 谷 短 期 大 学 講 師 村田あきの  
・  山本  英司   
・  中川  岳春   
・  島田  靖也   
・  小田島道朗   
・歌 志 内 市 教 育 委 員 会 教 育 長 織田  靖雄  
・当 別 町 教 育 委 員 会 教 育 長 三澤吏佐子  
・愛 別 町 幼 児 セ ン タ ー 園 長 千葉  憲史  
・深 川 市 立 深 川 小 学 校 長 髙原  直樹  
・札 幌 市 立 羊 丘 中 学 校 長 髙橋  正幸  
・北 海 道 函 館 工 業 高 等 学 校 長 小野  博道  
・北 海 道 星 置 養 護 学 校 長 淺井  謙作  

〔協議〕今年度の取組について 

○ 外国にルーツのある児童生徒及び保護者の使用言語が多様化し、多言語翻訳システム等では十

分に対応できない場合がある。特に、幼児教育施設では、園での生活の様子や子ども同士の関わ

りへの保育者の対応について、保護者に理解いただくための説明に難しさがある。 

○ 児童生徒への指導や保護者への対応を充実させるため、学校だけでなく関係機関と連携した取

組をより一層推進する必要があるとともに、地域コミュニティの構築にも必要性を感じている。 

○ 高校の取組として、生徒の就職を見据え、宗教や文化の違いによる習慣、労働に対する考え方

について企業と協議を重ねており、インターンシップの中で生徒が学びながら理解を深めていけ

るよう支援している学校がある。 

○ 大学進学を希望する生徒への支援については、在籍校だけでなく進学先の大学と連携しなが

ら、「アカデミック・インターンシップ」を受講するなど、進学に向けた協議を進めていく必要が

あると考えている。 

まとめ 
北海道教育大学札幌校 

阿部准教授 

北海道教育大学函館校 
伊藤准教授 

 
北星学園大学 
田村准教授 

 
函館大谷短期大学 

村田講師 

重点２ 

中学生・高校生
の進学・キャリ
ア支援の充実 

 
 
 

令和７年度帰国・外国人児童生徒等教育の推進支援事業 運営協議会 

【今後の道教委の主な取組】 
○ 外国にルーツをもつ幼児への保育の在り方や、保育における多文化共生への理解促進のための機会を創出 
○ 一人一人のことばの力を的確に評価し、指導目標や指導内容を決定できる指導体制の構築に向けた研修の実施 
○ 受入れ時に必要な情報や進路指導、キャリア支援等の情報を整理するなどして、道教委Webページを再編 


